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０．この「手引き」について 

 この「手引き」は、主に２種類の読者を想定して書かれています。 

主として想定している読者は、①これからＫＰＩを活用したいと考えている物流事業者

（トラック会社、倉庫会社、総合物流事業者等）です。これらの方に、ＫＰＩを導入する

際に知っておいた方が良い基礎的な情報、留意すべきポイント等をまとめたものです。企

業規模にかかわらず、ＫＰＩに関心のある方にご利用いただけるように記述しています。 

 これに加えて、②物流事業者と連携して物流の改善に取り組みたいと考えている荷主企

業の利用も想定しています。物流改善においては、荷主の協力が重要であることは言うま

でもありませんので、荷主の物流担当者が、ＫＰＩを活用した物流改善の重要性を理解し

ていただくためにも、本「手引き」をご利用いただければ幸いです。  
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１．ＫＰＩの概要と必要性 

１）ＫＰＩとは 

 ＫＰＩは「重要業績評価指標」という意味の英語「Key Performance Indicator(s)」の

略語であり、企業目標等の実現を目的として、業務プロセス等のモニタリングに用いる指

標のことを言います。 

 ＫＰＩの定義には様々な議論がありますが、実務的には、「コスト」「生産性」や「品質」

といった、業務を進める上で用いる様々な定量的なデータ（指標）のこと（および指標を

用いる管理手法）のことを指す言葉だと考えて頂いて結構です。 

 例えば、トラック会社では「実車率」「積載率」といった指標を定期的にチェックしてい

る場合がありますが、これは運行効率の管理にＫＰＩを活用した例であると言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 物流事業者にとって身近な例を挙げると、ＫＰＩはクルマのメーター類のようなもの、

と言っても良いでしょう。企業経営者や管理者は、会社という乗り物を運転する「ドライ

バー」に例えることができます。ドライバーは、スピードやエンジンの状態等をメーター

で確認しながら運転しますが、経営者・管理者にとってのメーターが「ＫＰＩ」という訳

です。スピードメーターを見ずに運転することが危険であるように、会社の状態を随時確

認することなく経営の意思決定を行うことは、望ましいことではありません。 
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２）ＫＰＩを用いるメリット 

 

①問題を可視化できる 

 ある物流現場やその中の特定の業務プロセスが優れているかどうかを判断することは容

易ではありません。実際に働いている当事者はともかく、管理者がすべての現場を常にチ

ェックすることは出来ません。拠点の数が増え、業務プロセスが複雑化するほど、実態の

把握は困難になります。 

 そこで、ＫＰＩによって主要な業務プロセスを定量的に測定する必要が生じてきます。 

 ＫＰＩを活用することで業務プロセスの良い点・悪い点を可視化します。一般に目に見

える問題点に対しては改善のインセンティブが働きますので、問題点の可視化は、改善を

進めるための重要なポイントであると言えます。 

 

②コミュニケーションが促進される 

 製造等と異なり、物流はモノの移動を伴う面的な広がりを有した業務です。単純に見え

る業務であっても、複数の拠点や、社員・パート等立場の異なる担当者が関与することが

少なくありません。また、委託元・発荷主、着荷主、委託先の倉庫会社・運送会社・作業

会社等他社とのやりとりも多く発生します。業務改善を進めるには、このような多様な関

係者と現状認識を共有する必要がありますが、その際にＫＰＩは威力を発揮します。「客観

的なデータ」を超えるコミュニケーションツールはありませんので、ＫＰＩを関係者で共

有することができれば、合理的・効率的に改善を進めることが可能となります。 

 

 

③合理的で公平な評価につながる 

 改善を進めるもう一つの重要なポイントは、「努力した人（組織）が評価される仕組みを

作ること」です。実際に改善を進めることは各現場の担当者や作業者です。改善に汗をか

いた担当者・作業者がきちんと評価され・報いられなければ、改善が上手く行かないこと

は言うまでもないことでしょう。 

 経営者あるいは人事評価を行う管理者が、すべての現場に目を配ることは不可能ですの

で、客観的なＫＰＩがないと、主観的な評価に頼らざるを得ませんが、主観的な評価は得

てして偏りを生じがちです。 

 荷主から物流事業者に対する評価も同様です。例えば、コストだけ・運賃だけで荷主が

物流事業者を評価し、選定してしまうと、物流事業者の持つ信頼性、業務プロセスの改善

能力や安全・品質といった質的側面を無視してしまうことになります。これは事故やトラ

ブルの増加といった直接的な問題を発生させることに加え、物流改善の停滞を招く等、荷

主の長期的利益を損なう恐れもあります。 

 このように、合理的・公平な評価のためには、定量的なＫＰＩの活用が必要であり、こ

れを用いた適切な評価システムの構築は改善推進の大きなインセンティブとなると言える

でしょう。 
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３）なぜ物流業界でＫＰＩが必要か 

 

① トラックドライバー不足等の厳しい現状を打開するために 

 物流は生活物資の流通等国民の生活基盤として重要な役割を担っています。また、製造

業の調達・販売等の活動が物流なしに成り立たないように、物流はわが国の産業活動を支

える基盤としても、欠かすことのできないものです。 

 一方、物流産業は、輸送の小ロット化等サービスレベルの上昇やドライバー等の人手不

足、燃料価格の高騰等を受けて厳しい状況におかれています。 

 このような現状を打開するためには、物流事業者が自らの経営効率化に取り組むことが

必要であり、また、物流事業者だけは解決できない、荷主に起因する物流の非効率性等の

解決に取り組むことも必要です。そして、そのいずれについてもＫＰＩの導入が有効な手

段となります。以下、順に説明していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
トラック運送業界の人手不足感 

出典：公益社団法人全日本トラック協会「トラック運送業界の景況感（速報） 平成 25 年 10 月～12 月期」 より作成 
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② 物流事業者の経営改善に対するＫＰＩの必要性 

 このような厳しい状況の中で、今後も物流が円滑に機能するためには、物流事業者が安

定的に業務に取り組めるよう、経営改善・経営高度化への取り組みが求められます。その

ためには、物流事業者が自社の経営上の課題を明らかにし、課題の改善に取り組み、その

際ＫＰＩによる定量的な評価尺度を活用することが必要です。それによって、企業間競争

の激化による過剰な人件費の切り詰め等業務の効率化ではない部分での競争を解消し、荷

主に対して自らの業務の生産性や最適性の程度を定量的に説明できるようになり、健全な

効率化を通じた業務改善を行うことが可能となります。更に、改善の成果を定期的にモニ

タリングしながらＰＤＣＡサイクルを回すことにより、持続的に改善活動に取り組み、経

営状態を維持・改善することができます。 
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KPI を用いた業務改善の流れ 
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③荷主等との連携による改善に対するＫＰＩの意義 

 一方で、物流改善は物流事業者単独で進めることはできません。物流における課題は、

配送条件等の物流条件に原因があることが多いですが、物流条件は主に荷主企業が決める

ため、改善に当たっては荷主との協力が重要となります。例えば、「納品先でのムダな待機」

「過剰サービスの要求」「細かすぎる時間指定」等が物流効率を下げることがありますが、

これを改善するためには荷主側での対策が求められます。 

 このように物流事業者と荷主とが連携して改善を取り組むためには、ＫＰＩの活用が有

効です。荷主は物流条件を改善する権能を持つ一方、納品先等の物流実態を把握できませ

ん。逆に物流事業者はデータを把握することができますが、単独では物流条件を改善でき

ません。この両者がＫＰＩを活用して共同で改善に取り組むことで、サプライチェーン全

体での大きな効果を上げることが可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後、労働者の不足等をカバーするためにも、物流の非効率性を解消していくことが必

要です。そのためには、上記の通り、物流事業者単独でのＫＰＩ導入に加えて、荷主と協

業したＫＰＩの活用が重要となります。 

 

 

発荷主 

運送会社      
ＫＰＩを共有 
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（着荷主）    

物流条件を改善する 

権能を持つ 

納品待ち 

過剰サービス 

不必要な時間指定 

etc 
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２．ＫＰＩの利用目的・利用場面・評価の視点 

１）物流事業者におけるＫＰＩ利用目的・利用場面 

 ＫＰＩを利用する上で重要なことは「目的を明確化すること」です。ＫＰＩ自体は管理

の手段（ツール）でしかなく、ＫＰＩの体系は目的に応じて変化します。従って、ＫＰＩ

導入の際も、利用目的を確認することが最初のステップとなります。 

 ここではＫＰＩ利用目的等を整理します。 

 

 以下の図の３つがＫＰＩ利用の主たる目的及び利用場面と考えられます。 

 ①は、物流事業者が単独で物流改善等に取り組むケースです。これが最も一般的な利用

目的でしょう。 

 ②は、荷主等と連携するためにＫＰＩを利用するケースです。高度な物流改善に取り組

むには、前述のように荷主と物流事業者が連携して取り組むことが必要ですが、その際、

両者を繋ぐコミュニケーションツールとしてＫＰＩが良く利用されます。荷主が物流事業

者に品質や生産性等のＫＰＩを定期報告させ、改善に取り組むようなケースです。 

 ③は、より広く、社会的責任の観点での評価を目的とするケースです。ＣＳＲレポート

等で各種指標をステークホルダーに開示するといった例がこれに含まれます。物流は生活

物資を供給する等の重要な役割を担っているため、ＫＰＩを用いた改善活動を通じて物流

サービスを安定的に提供できる体制を構築すること自体が、物流事業者の社会的責任でも

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用目的①：物流現場の可視化と改善サイクル構築 

 …自社の活動を現場レベルから経営レベルに至るまで定量的に 

  可視化し、目標数値の改善に取り組む。 

 

利用目的②：荷主等とのパートナーシップによる物流高度化 

 …物流実態を熟知する物流事業者と、各種物流条件を改善する

権能を持つ荷主等（着荷主含む）が連携することで、より高

度な物流改善に取り組む。 

 

利用目的③：物流の社会的責任を踏まえた高度化 

 …環境、渋滞といった外部不経済の抑止のほか、労働力不足下で 

  の生活・産業インフラとしての物流サービスの提供、災害時に 

  おける輸送等の地域貢献といった、物流産業が担う社会的責任 

  の観点での評価と、それを通じた物流高度化。 
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２）評価の視点 

 １）の目的のうち、どれを重視するかによって、利用すべきＫＰＩは異なります。 

 事業者単独での改善を目的とする場合であれば、自社単独で改善できる問題点・課題を

可視化するようなＫＰＩが望ましいでしょう。 

 一方、荷主等とのパートナーシップによる物流高度化を目指す場合には、「物流条件・配

送条件の見直し」等が視野に入って来ますので、そのような観点でのＫＰＩを設定するこ

とが重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価の視点

①物流現場の可視化と 改
善サイ ク ル構築

荷主等と のパート ナー
シッ プによる物流高度化

③物流の社会的責任を踏
まえた高度化

荷主等と 連携に
より 改善でき る
問題点可視化

・ 物流条件・ 配送条件
・コスト・生産性

・品質
e tc

目的

社会的責任への
対応状況可視化

・ 環境
・ 安全・ リ スク 対策
・ サービス安定供給

（ 人材不足への対応等）
e tc

共通基盤と し てのポテンシャ ル可視化
・ 人材・ 学習

・ 技術・ 革新性 e tc

事業者単独で改
善でき る問題点

可視化

・ 財務（ 売上等）
・ 作業生産性

・ 輸送品質 e tc

財務

コ スト ・ 生産性

品質・
サービスレベル

安全・ リ ス
ク 対策等

人材・ 学習

技術・ 革新性

環境

物流条件・ 配
送条件

物流サービスの
安定供給
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３）各評価の視点の概要と指標例 

 ここでは２）の評価視点の概要と指標例を例示します。なお、指標は目的に合致したも

のを必要最小限で利用することが必要です。以下の指標を全て利用する必要性はなく、目

的に応じて下記以外の指標を選定することが必要となる場合もあります。 

 

評価の視点 概要 利用される指標例 

財務 物流事業者の財務的側面を評価 拠点別、車輌別、あるいは日次等の

売上高、利益率等 

コスト・生産性 オペレーションで発生するコス

トと、コストの重要な決定要素

となる生産性を評価 

庫内業務における人時生産性、輸

送業務における積載効率等（物流

コストの総額、ケース当たり、重量

当たり等） 

品質・サービスレベル オペレーションの精度等の品

質・サービスレベルを評価 

誤出荷率、汚損・破損率、遅配・時

間指定違反率等 

物流条件・配送条件 物流効率を左右する、物流条件・

配送条件を評価 

配送頻度、ロットサイズ、時間指定

率、待機時間等 

環境 物流に起因する環境負荷を評価 温室効果ガス排出量・エネルギー

消費量等の環境指標（重量当たり、

トンキロ当たりの削減率等）等 

安全・リスク対策等 物流における安全・リスク対策

の側面を評価 

輸送業務における交通事故等の発

生率（走行距離当たり等）、庫内業

務における度数率・強度率等 

物流サービスの安定

供給 

トラックドライバー不足等を踏

まえ、サービス供給の安定性を

評価 

離職率・求人倍率等 

人材・学習 物流業に従事する人材の視点か

ら業務内容や職場環境等を評価 

従業員満足度や教育受講者数等の

教育関連指標等 

技術・革新性 改善能力といった技術力・革新

性を評価 

改善提案件数等 
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４）ＫＰＩの利用モデル 

（１）代表的な物流フローに即したＫＰＩの使用例 

 一般消費財等のごく一般的な物流フローと、そこで利用されるＫＰＩの例を示します。 

 なお、３）で見たとおり、評価の視点の多様性に対応して、ＫＰＩの種類も多種多様と

なりますが、ここでは代表的な３つの視点──「コスト・生産性」「品質・サービスレベル」

「物流条件・配送条件」──に限定して典型例としての整理を行います。 
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保管 ﾋﾟｯｷﾝｸﾞ・仕分け 出荷検品 出荷・荷受け 輸送・配送 待機～到着 納品 付帯作業 

トラック輸送 

◆保管効率 

（充填率等） 

（
発
・
着
荷
主
に
よ
る
） 

物
流
条
件
・
配
送
条
件 

コ
ス
ト
・
生
産
性 

品
質
・
サ
ー
ビ
ス
レ
ベ
ル 

保管 ﾋﾟｯｷﾝｸﾞ・仕分け 等 

◆人時生産性 

◆数量当たり物流コスト 

（ケース、ｋｇ当たり等） 

輸送・配送 

◆実車率 

◆実働率 

◆積載率 

◆日次収支 ◆日次収支 

待機～到着 

◆出荷ロット 

◆棚卸差異 

◆誤出荷率 

◆遅延・時間指定違反率 

◆汚破損率 

◆誤配率 

◆遅延・時間指定違反率 

◆汚破損率 

出荷指示

発荷主 

出荷指示 納品 等 

◆出荷指示遅延件数 

◆納品先待機時間 

◆クレーム発生率 

◆納品付帯作業時間 

◆配送頻度 

◆納品付帯作業実施率 
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（２）具体的な KPI の算出方法及びその利用場面 

 次の表は（１）で用いた具体的な KPI の算出方法と主な利用場面を解説したものです。

いずれの指標も典型的なものであり、これらを参考に自社のケースに当てはめることがで

きるかを検討することが、導入に向けての第一歩となります。 

 なお、ＫＰＩはその利用目的に応じて設定すべきものであり、以下のＫＰＩを全て利用

すべき（あるいは、以下のＫＰＩのみを管理すれば良い）といった意味での整理ではあり

ません。 

 

 ＫＰＩ 定義（一例） 

※定義は場面・目的によって異なる

ため、以下は代表例。 

備考 主に事

業者が 

利用 

荷 主 と

連 携 し

て利用 

コスト・生

産性 

保管効率 

（充填率，坪効率等） 

充填率 

＝保管間口数÷総間口数 

倉庫や物流センターの保管スペースの保

管効率を測る指標。 

◎ ○ 

人時生産性 

（庫内作業） 

人時生産性 

＝処理ケース数÷投入人時 

ピッキング、仕分け、梱包等作業の生産性

を測る指標。人別、ライン別、時間帯別等

で計測することが多い。 

◎ ○ 

数量当たり物流コスト 数量当たり物流コスト 

＝物流コスト÷出荷数量 

 （ケース、重量、容積等） 

物流センターで発生している総物流コスト

を数量当たりで管理するための指標。 

◎ ○ 

日次収支 

（物流センター） 

日次収支 

＝１日当たりの収益－１日当たりの

コスト 

財務会計上の収支決算は四半期、年次

等で算出されるが、収支の悪化を未然に

察知し業務改善に繋げるため、日次単位

での収支を算出するもの。 

◎  

実車率 実車率 

＝実車キロ÷走行キロ 

車両のムダな空車走行を減らすために、

稼働状況を計測する指標。 

◎ ○ 

実働率 実働率 

＝実働日数÷営業日数 

車両の非稼働を減らすために、稼働状況

を計測する指標。 

◎ ○ 

積載率 積載率 

＝積載数量÷積載可能数量 

（重量、容積、容積換算重量） 

車両の積載効率を改善するための指標。

ルート別、顧客別等に把握し、車格の見

直し、配車・ルート見直し、物流条件の見

直し等に活用される。 

◎ ○ 

日次収支（トラック） 日次収支 

＝１日当たりの収益－１日当たりの

コスト（１台当たり） 

車両１台毎に、日次の収支を算出し、配

車・ルートの改善等に活用する。 

◎  

品 質 ・ サ

ー ビ ス レ

ベル 

棚卸差異 棚卸差異 

＝棚卸差異÷棚卸資産数量 

在庫の紛失、盗難、誤出荷等による帳簿

在庫と実在庫の差異を計測し、在庫管理

の改善に活用する。 

◎ ○ 

誤出荷率 誤出荷率 

＝誤出荷発生件数 

 ÷出荷指示数（受注数等） 

誤出荷（品違い、数量違い、出荷先違い

等）の発生率。 

◎ ○ 

遅延・時間指定違反率 遅延・時間指定違反率＝ 

遅延・時間指定違反発生件数 

 ÷出荷指示数（受注数等） 

遅延（納期遅延）、時間指定違反の発生

率。 

◎ ○ 

汚破損率 汚破損率 

＝汚破損発生件数 

 ÷出荷指示数（受注数等） 

汚破損（商品の汚れ、破損、温度管理ミス

等）の発生率。 

 

◎ ○ 

クレーム発生率 クレーム発生率 

＝クレーム発生件数 

 ÷出荷指示数（受注数等） 

顧客クレームの発生率。誤出荷等は上記

の通りであるが、その他、書類のミス、作

業者の挨拶・服装等サービスの官能評価

にも用いられる。 

◎ ○ 

物 流 条

件 ・ 配 送

条件 

 

 

 

出荷ロット 出荷ロット 

＝出荷数量 

（数量、重量等） 

輸送効率、庫内作業効率等を改善する観

点で、顧客別・納品先別の出荷ロットサイ

ズを計測するもの。 

 ◎ 

出荷指示遅延件数 出荷指示遅延件数 

＝〆以降の出荷指示件数 

出荷指示の遅延は物流効率を阻害するこ

とから、顧客別等で計測し、遅延を改善す

るために活用される。 

 ◎ 
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物 流 条

件 ・ 配 送

条件 

（再掲） 

配送頻度 配送頻度 

＝配送回数÷営業日数 

多頻度納品を改善するため、配送先当た

りの配送頻度を計測するもの。 

 ◎ 

納品先待機時間 納品先待機時間 

＝納品先における待機時間の平均 

納品先で指定時間に到着したにも関わら

ず待機が発生する場合、その改善のため

に待機の発生状況を計測するもの。 

 ◎ 

納品付帯作業時間 納品付帯作業時間 

＝納品先における付帯作業時間の

平均 

納品先で付帯作業が発生する場合、その

作業時間を計測するもの。契約外の作業

が発生している場合にそれを是正するた

め等に活用される。 

 ◎ 

納品付帯作業実施率 納品付帯作業実施率 

＝付帯作業別の実施率 

  （実施回数÷納品回数） 

開梱、検品、棚入れ等の付帯作業を契約

外で実施している場合、物流効率を阻害

することから、それら付帯作業の実施状況

を計測するもの。 

 ◎ 

（注） ◎は当該 KPI の主たる利用場面 ○は主ではないが利用されることもある場面 
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３．ＫＰＩの実際の活用事例 

 実際のＫＰＩ活用事例を見てみましょう。自社内の改善におけるＫＰＩの活用事例、荷

主と連携した改善へのＫＰＩ活用事例の順に紹介します。 

 なお、末尾にアンケート調査による利用実態の定量的なデータも掲載していますので、

あわせてご参照ください。 

 

①物流事業者単独での改善にＫＰＩを活用する事例 

Ａ社：  

◇企業概要 

 日用品メーカー系物流子会社のＡ社では、物流センターの業務改善につきＫＰＩを活用

し、親会社以外の会社との業務改善にも積極的に取り組んでいる。 

◇ＫＰＩに関する取り組み状況 

 生産性、品質の指標を活用し、現場改善に活用している。生産性の元になる出荷数量等

のデータはＷＭＳ（倉庫管理システム）から抽出できるようになっている。工程リーダー

がデータを抽出し、荷主単位のリーダーが集計する仕組みを構築。 

◇ＫＰＩを活用した改善実施状況 

 生産性のＫＰＩについては、自社内での現場改善で活用している。業務オペレーション

の見直しに繋げるほか、繁閑差、受注パターン等の社外要因も分析している。特に時間別

オーダー受信件数により、出荷指示の遅れによる生産性低下を示す等、顧客の値下げ交渉

に対する対案を示すために利用することもある。 

 また、生産性の指標を個人の指導にも活用している。モチベーションの低下等を避ける

ため、作業者本人にはＫＰＩ測定結果のデータは提示していないが、作業工程全体のパフ

ォーマンスを向上させるために管理者がＫＰＩを通じて個々人のレベルを把握し、必要に

応じて重点的な指導を行っている。 

破損等のミス指標は、要因により対策が異なるため、荷主/自社/運送/荷役等の発生場所

及び商品違い/数量違い等の要因別に分けている。クレームに至らないヒヤリハットも管

理し、ミスの発生防止に活用しているケースもある。 

 

②荷主と連携した物流改善にＫＰＩを活用する事例 

Ｂ社：  

◇企業概要 

 ノンアセット型３ＰＬ事業者として、物流センター業務とトラック輸送業務につきＫＰ

Ｉを活用している。 

◇ＫＰＩに関する取り組み状況 

 荷主へは次のようなＫＰＩについて月１回のレポーティングを実施している。 

   輸送…積載率等運行効率、重量単価ｋｇ単価、輸送ロット 

   品質…誤出荷、汚損・破損、遅延   等の KPI を活用。 

◇ＫＰＩを活用した改善実施状況 

 小ロット化により運行効率が悪化している点に荷主が問題意識を持っていることから、

Ｂ社から、顧客別のロットデータを提供し、荷主物流部門から営業部門に要望を伝え改善
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を実施している。ポイントは、営業部門の担当者にも訴えかけるようなデータを作成して

いること。納品先別のロットデータが見えると、営業担当者のスキルの違いが浮き彫りに

なり、営業部門から見ても改善の必要性が分かる。なお、荷主との定期ミーティングには、

物流部長だけでなく、営業部長も参加しているケースもある。 

 

③着荷主における納品条件等の課題解決のため、発荷主と連携してＫＰＩを活用している

事例 

Ｃ社： 

◇企業概要 

 トラック輸送を担う消費財系企業の物流子会社。 

◇ＫＰＩに関する取り組み状況 

 納品先である卸センター、小売専用センター等における物流効率を改善するためにＫＰ

Ｉを活用している。具体的には、納品先毎に、到着時間、納品開始時間、納品終了時間、

付帯作業の実施状況等をサンプリングして調査し、その調査結果を納品先と共有した上で

改善に活用している。 

◇ＫＰＩを活用した改善実施状況 

 一般に卸・小売の物流センターは、納品待ちのための路上待機・構内待機が発生しがち

である。Ｃ社では、待機時間の発生状況をセンター毎に把握した。特に到着指定時間以降

の納品待ちが発生している場合について、荷主とともに改善に取り組んだ結果、荷卸し開

始時間の遵守率を大幅に向上し、物流の効率化を実現した。 
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４．ＫＰＩ導入のステップと改善活動への活用に至る課題解決のポイント 

１）導入ステップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 物流現場が千差万別であるように、物流を定量化するＫＰＩも多種多様なものがありま

す。先進的な企業では非常に複雑なＫＰＩ体系を活用している場合もありますが、最初か

ら完璧なＫＰＩを目指す必要はありません。ＫＰＩ自体は手段であって、物流改善等が目

的であるため、ステップを追ってできることからまずは着手することが重要です。 

 

ステップ１ 

実態の可視化 

ＫＰＩを導入するに当たって、ＫＰＩの体系、データの取得手段、

活用の仕組み、人事評価との連動等、包括的な仕組みをあらかじめ

完全に構築することは容易ではありません。重要なプロセス等に絞

って、まずは可視化してみる（データを取得して共有する）だけで

も一定の意味があります。また、導入にはトライ＆エラーが必要で

す。まずは負荷の少ない範囲で可視化に取り組むことから始め、段

階的に活用を進めていくことが必要です。その際、ＫＰＩ活用の目

的意識を明確化しておくことが必要です。 

ステップ２ 

ＫＰＩを活用した改善

サイクル構築 

次のステップは社内での改善サイクル構築です。改善のＰＤＣＡ

サイクルを機能させるためには、体制作り、ＫＰＩの分析、評価等

のインセンティブのシステムとの連携等課題は多岐に亘りますが、

改善活動に組み込むことでＫＰＩを本格的に活用できることにな

ります。 

ステップ３ 

荷主等とのパートナー

シップによる改善高度

化 

荷主と連携した取り組みは、自社内である程度ＫＰＩの活用が進

んだ段階で取り組むことになるでしょう。ＫＰＩを活用するノウハ

ウが蓄積されているため、改善提案等を荷主と進める際にもスムー

ズに進めることができると期待されます。改善実施に当たっては、

荷主起因の課題にアプローチできることが鍵となりますので、この

段階に進むことができれば、物流効率化のより大きな効果を享受す

ることができ、荷主からの評価を高めることができます。 

 

 

ステッ プ１ ： 実態の可視化 

ステッ プ２ ： Ｋ Ｐ Ｉ を 活用し た改善サイ ク ル構築 

ステッ プ３ ： 荷主等と のパート ナーシッ プによる 改善の高度化 

荷 主 
( 発荷主)  

 

物流事業者 
荷主と の連携による改善促

進 

荷主を含む 

KPI 測定 

改善活動 

実態・ 課題 

Ｋ Ｐ Ｉ 測定 

KPI 導入にあたり  

・ 目的の明確化 

・ 社内の意識醸成 

・ 経営者のｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ 

・ 体制化 
・ 指標の選定 

・ データ の取得 

全体最適の阻害の 

実態・ 課題 

KPI 導入にあたり  

・ 目的の明確化 

・ 社内の意識醸成 

・ 経営者のｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ 

・ 体制化 

・ 指標の選定 

・ データ の取得 

・ Ｐ D CA の構築 

・ データ 分析、 原因特定 
・ 対策検討、 実施 

・ Ｐ Ｄ Ｃ Ａ の加速 

着荷主 

改善活動への

着荷主の巻き

込み 
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２）ＫＰＩを活用した改善プロセスの構築のための具体的な手順及びそのポイント 

以下の図は、物流事業者単体或いは荷主と連携したＫＰＩを活用して改善プロセスを構

築する際のステップとそこで直面し得る課題について図式化したものです。（１）以下では、

それぞれの課題への対応のポイントについてまとめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）社内における現場改善等を目的としたＫＰＩの活用 

 

◇導入段階 

 

 

 

 

① 目的の明確化 

 ＫＰＩ自体はあくまで手段・ツールであり、活用すべきＫＰＩの種類、

粒度、精度等は目的に応じて変わってきます。従って、まずＫＰＩ活用

の目的を明確化することが肝要です。 

 各社が抱えている課題は、コスト削減、品質向上、資本効率改善等様々

ですが、究極的にはＫＰＩは経営上の課題を解決するために活用される

と考えられます。よって、自社の課題認識を（できれば文書化して）明

らかにし、ＫＰＩ導入の背景を社内関係者間で共有することが求められ

ます。その際、担当者レベルのみで目的意識が共有されていても、経営

社 外 と の 連 携社 内

導入段階 測定段階 改善活動段階 導入段階 測定段階 改善活動段階

 

KPI 

担当者 

 

現場管理者 

現場 

スタッフ 

経
営
者 

荷

主 

物流事業者 
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トップが無理解であったり、目的を誤解していれば、導入を成功に導く

ことは困難となります。経営トップ自らが関与することと同時に、担当

者は経営トップとの意思疎通を密にすることが求められます。 

 

② 社内意識醸成 

 ＫＰＩを運用するに当たっては、データの取得や改善実施等の場面で、

他部署・現場を含む全社的な協力を得ることが必要不可欠です。一方、

現場は多忙である上、現場毎の部分最適での運用が確立されている場合

が多いため、外部から管理の仕組みを導入され、実態を可視化されるこ

とについて抵抗感を持つ場合も少なくありません。アンケート調査でも、

導入課題として「従業員に対してメリットを伝えることが困難だった」

という回答が最多を占めています（下図）。 

 その際、ＫＰＩ導入担当者から全社に協力を求めることは困難な場合

もあり、経営トップがトップダウンで協力を求めることが近道です。但

し、ＫＰＩを導入することが企業の経営方針と不整合であれば意味があ

りません。ＫＰＩを活用した計数管理の重要性等を経営方針に明確に位

置付けた上で、ＫＰＩ導入への協力を訴えることが必要です。 

 また、経営トップの協力が得られても、現場に過剰な負荷をかけるＫ

ＰＩ体系や、効果の実感できない仕組みでは、協力させられる側の「や

らされ感」が強まり、能動的な協力を得られなくなってしまいます。 

 そのため、現場等の負荷を考慮して指標の数・取り方等を工夫する等、

「スモールスタート」を心がけるべきです。また、その中で実感しやす

い改善効果（生産性向上等）を抽出し、社内広報することで、より本格

的な取り組みに繋げて行くことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例中の社名はすべて削除予定 

40.3%

25.4%

22.4%

17.9%

9.0%

3.0%

1.5%

0.0%

10.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

メリットを従業員に伝えることが困難だった

困難はなかった

経営層と現場との調整が困難だった

分からない

上司や経営層の理解を得ることが困難だった

新たなシステムの導入が困難だった

部署を立ち上げることが困難だった

導入に必要な予算の確保が困難だった

その他

導入に際して苦労した点（複数回答可）
 

KPI 

担当者 

 

現場管理者 

現場 

スタッフ 

経
営
者 

荷

主 

物流事業者 

《トップが繰り返し言い続けること》 

 物流事業者Ａ社では「品質重視」を掲げ、品質不具合のＰＰＭ※管理を行っています

が、社員の意識に定着するまでに３～５年間掛かったと言います。社内の風土として

定着するには時間がかかりますが、繰り返しトップが言い続けること、これが重要で

あったということです。 
※ＰＰＭ(Parts Per Million):百万分の１ 
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③ 経営者のコミットメント 

 ◇導入段階①②のように、他部署の協力等を推進する上で、経営者の

コミットメント（積極的関与）を得ることが望まれます。 

 多忙な経営者は当面の売上の確保等様々な課題を抱えているため、Ｋ

ＰＩ等必ずしも即座に成果が出ない取り組みに注力することが困難な

場合もありますが、中長期的な経営課題として位置付け、推進すること

が自社の利益にもなると言えます。また、即座に成果が出ない場合にお

いても社員の取り組みへのモチベーションを維持する上で、経営者自ら

が社内への発信機会を設けて必要性を訴えることが有効です。 

 

 

 

 

 

 

④体制化（関係部署との連携体制の構築） 

 関係部署や現場を巻き込んでＫＰＩ活用を推進する上で、体制の整備

は重要なポイントとなります。幅広い関係者を巻き込み推進体制を構築

するとともに、その権限を明確にして社内に周知することが必要です。 

 ＫＰＩを推進する際の関係者としては、本社サイドでＫＰＩを管理・

運用する担当者と、現場毎（物流センター等）にデータを取得し、改善

に活用する担当者が挙げられます。また、企業規模が大きく事業部門に

分かれている場合には事業部門毎に担当者を置き、複数の部署をヨコ串

に指す推進組織（推進委員会、推進チーム等）を構築する必要性があり

ます。 

 なお、このような社内横断的な推進組織は、責任と権限が不明確にな

りがちですが、役割、権限を明確化するとともに、経営トップ直轄とし

て運営する等、実効性を確保することにも留意すべきです。 

 

 

 

 

 

KPI 

担当者 

 

現場管理者 

現場 

スタッフ 

経
営
者 

荷

主 

物流事業者 

 

KPI 

担当者 

 

現場管理者 

現場 

スタッフ 

経
営
者 

荷

主 

物流事業者 

《経営トップが自ら率先してＫＰＩを活用》 

 トラック運送およびセンター運営等を行う中堅物流事業者Ｂ社では、経営方針と

して「顧客価値の創造」を掲げており、ＫＰＩを活用した経営を推進しています。Ｋ

ＰＩデータのレビューは社長が積極的に関与しているほか、荷主との定期ミーティ

ングには社長も同席し、ＫＰＩを活用したコミュニケーションを行っています。 

《ＫＰＩ推進部署が孤立してしまわないように》 

 ＫＰＩ導入プロジェクトを始めたものの、現場の協力が得られずに挫折してしまう

──このようなケースは良く耳にします。ある物流事業者では、多様な視点からの評

価を織り込んだ精緻なＫＰＩの体系を作成し、各地の現場担当者を集めた会議でプレ

ゼンしたところ、大きな反発にあって方向修正を余儀なくされました。現場担当者は

多忙であり、ＫＰＩ導入に積極的に協力してくれるとは限りません。最小限度のＫＰ

Ｉで現場にも分かりやすい効果を上げて、ＫＰＩ担当者の「味方」を社内に増やして

いくことが、成功する大きなポイントです。 
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◇測定段階 

 

 

 

 

① 指標の設定 

 ＫＰＩ活用の目的意識が明確でない場合に、不必要に多数のＫＰＩを

取得するケースが多く見られます。このような場合、ＫＰＩのデータ取

得や分析に忙殺され、より重要な改善への活用が疎かになってしまうこ

とがあります。 

 そのため、◇導入段階①③のとおり、まずＫＰＩ導入の目的を明確化

し、そのために必要な最小限度のＫＰＩから始めること（スモールスタ

ート）を考慮すべきです。２．４）（２）も参考にして、成果に繋がるＫ

ＰＩを選定し、まずは最小限のＫＰＩで成果を挙げ、徐々に拡大してい

く段階的な手法が有効です。 

 ＫＰＩで全てを評価しようと考えると、導入の負荷が大きくなるのみ

ならず、ＫＰＩでの定量評価が困難な業務を担当する現場等から評価へ

の不満が出ることも考えられます。現場をネガティブに評価するのでは

なく、改善指向でＫＰＩを活用するスタンスが必要です。 

 また、ＫＰＩは経営層レベルから現場レベルまで多様な階層で活用さ

れます。階層毎に複雑なＫＰＩ体系を構築することは不要ですが、「生産

性のＫＰＩはセンター単位で計測する」等、改善への活用場面を想定し

てＫＰＩを設定することが必要です。 

 

② データ取得 

 ＫＰＩのデータを細かく正確に取得するためには手間とコストがか

かります。特に専属の担当を配置出来ない場合には、通常業務の合間に

データを整備する必要があり、データの正確な測定、入手にかかる業務

負荷が問題となります。 

 導入段階①で述べたように、必要最小限のＫＰＩからスタートするこ

とに加え、既存の仕組みの中で容易に取得できるデータを最大限活用す

ることが求められます。そのため、ＫＰＩの選定に先立ち、自社の各現

場でどのようなデータが存在するかを調査することが必要です。初期段

階においては、現状存在するデータを極力活用することを重視すべきで

しょう。後に、より多くのデータを取得し、分析することが必要になっ

た場合には、ＷＭＳ（倉庫管理システム）やＴＭＳ（輸送管理システム）、

運行日報やドライブレコーダー等の情報システムの導入は検討の価値

があります。 

 

社 外 と の 連 携社 内

導入段階 測定段階 改善活動段階 導入段階 測定段階 改善活動段階

 

KPI 

担当者 

 

現場管理者 

現場 

スタッフ 

経
営
者 

荷

主 

物流事業者 

 

KPI 

担当者 

 

現場管理者 

現場 

スタッフ 

経
営
者 

荷

主 

物流事業者 
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◇改善活動段階 

 

 

 

 

① PDCA の構築－１（データ分析・原因の特定） 

 ＫＰＩを測定することがＫＰＩ導入の最終目的ではなく、改善にいか

に活用するかが重要です。言い換えれば、ＫＰＩを活用して改善活動の

ＰＤＣＡサイクルを回すことがポイントとなります。 

 改善サイクルの最初のステップは、データを分析し、問題を発生させ

ている原因を特定することです。例えばミス率が上昇している場合、ど

の作業工程でミスが発生しているか、その原因は何か（誰がミスを発生

しているか）等が明らかになることにより初めて改善を有効に進めるこ

とができます。 

 ＫＰＩ担当者は、導入当初必ずしも情報システムやデータのハンドリ

ングに精通している訳ではありませんが、分析のマニュアルやテンプレ

ートを整備することにより、ノウハウが徐々に蓄積してくるでしょう。 

 企業規模にもよりますが、分析の手間・コストがかかる場合には、そ

のための情報システムを導入することも検討の価値があります。下図の

ように、ＫＰＩ管理のための情報システムを使っている企業も一定数存

在します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社 外 と の 連 携社 内

導入段階 測定段階 改善活動段階 導入段階 測定段階 改善活動段階

57.8%
15.6%

15.6%

3.1%
3.1%4.7%

図 ＫＰＩ管理の仕組み

専用の情報システムではなく表

計算ソフトやＥメール等で管理

自社が所有するＫＰＩ管理のた

めの情報システムによって管理

ＴＭＳやＷＭＳなどの物流情報

システムが持つＫＰＩ管理機能

を活用して管理

荷主・委託元の提供するＫＰＩ

管理機能のための情報システム

によって管理

手書きボード等といった情報シ

ステム以外の手段で管理

その他 (具体的に)

 

KPI 

担当者 

 

現場管理者 

現場 

スタッフ 

経
営
者 

荷

主 

物流事業者 

《データ分析の例》 

 ＫＰＩのデータ分析は、拠点別、ライン別、作業者別等でのデータを時系列で比較・

分析することが中心となりますが、非常に高度な分析を行っている企業もあります。

大手３ＰＬ事業者Ｃ社では、庫内作業の生産性管理に熱心に取り組んでいます。一般

的に利用される人時生産性の分析等は以前から行っていますが、これに加えて、作業

動線の効率化のため、測位装置やビデオ記録装置を用いて作業者の移動経路を計測し、

改善の余地がないか分析を行っています。 
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②PDCA の構築－２（原因に適した対策の検討・実施） 

 改善活動段階①で分析、特定された「原因」に対処するため、対策の

検討、実施が必要となります。 

 ＫＰＩ担当者が特定した原因に対して改善策のマニュアル及びテン

プレートを整備することも１つの方法ですが、現場に関するノウハウ

は現場担当者が最も熟知しているため、問題が発生している部署、現

場単位で自発的に改善策を検討、実行する方が望ましい場合もありま

す。そのような場合には、改善を行うべき現場担当者とＫＰＩ担当者

が問題意識を共有し、効果的な対策の検討、実施に繋げるため、ＫＰＩ

関係者による定期会等を開催することが有効です。 

 

 

③ PDCA の構築－３（PDCA の加速） 

 改善活動は始めた当初は勢いがありますが、これを持続、発展させる

ためには、改善サイクルを加速させていく工夫が必要です。 

 そのための基本的な考え方は、改善する担当者にインセンティブを与

えること、自主的改善を尊重すること、改善サイクルを簡素化し、日常

業務に組み込むこと──です。 

 まず、改善を継続するためには、適切なインセンティブが必要です。

努力を報いるためにＫＰＩを用いて人事・部門評価を行うことや、改善

大会、年次大会等で表彰するといった取り組みも従業員の評価に加え、

経営としてＫＰＩを重視しているメッセージを発する効果もあり有効

です。 

 ２点目のポイントとして、インセンティブを高めることは、次の「改

善の自主性を尊重すること」にも繋がります。経営者等の管理者が全て

の現場、オペレーションを把握することは不可能なため、改善は現場レ

ベルで自主的に取り組む必要があります。ＫＰＩの分析結果として判明

した問題点を現場に伝達することは必要ですが、現場への介入の手段と

するのではなく、自主的改善を促すことを主眼とすべきでしょう。 

 ３点目のポイントは、改善サイクルを簡素化し、日常業務の中で取り

組むことです。ＫＰＩの運用自体が過剰な業務負荷とならないよう、留

意する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

KPI 

担当者 

 

現場管理者 

現場 

スタッフ 

経
営
者 
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主 

物流事業者 
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現場 

スタッフ 
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物流事業者 

《外部の改善大会での発表》 

 改善活動は、当初はムダが多いために簡単に進みますが、だんだんとネタ切れにな

ってくるものです。改善を継続するためには、アイデアを社内外で共有することが必

要でしょう。社内で改善発表会を開催しているケースは増えていますが、業界団体等

が開催する改善大会を活用する会社もあります。公益社団法人日本ロジスティクスシ

ステム協会等では、「物流改善事例大会」といったイベントを開催していますが、ここ

での発表を目指して改善活動に取り組んでいるといった企業もあります。 
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（２）荷主等と連携した改善のためのＫＰＩの活用 

 

 

 

 

 

◇導入段階 

①目的の明確化・共有 

 「目的の明確化」が重要であることは「社内改善」の場合と同様です

が、利害の食い違いに加え、物流事業者の立場の弱さ等から目的意識の

共有はより困難であるため、それだけ目的意識の共有に意識的に取り組

むことが必要と考えられます。 

 まずは両者共通の課題を見いだし、改善の必要性を合意することが必

要であり、その際両者の経営トップが認識を共有していれば、導入はよ

り円滑に進みます。 

荷主が価格交渉の手段としてＫＰＩの数値を活用するケースもあり

ますが、物流事業者は課題解決のために荷主のどのような協力が必要か

を合理的に説明するため、予防措置として、輸送条件等基礎的なＫＰＩ

データを予め把握しておくことも必要でしょう。 

 また、荷主の物流部門に改善の権能、余力がない場合には物流以外の

部門の巻き込みが必要です。 

 なお、荷主と物流事業者間で改善効果はゲインシェア等の形で両者で

配分する等のインセンティブについて、あらかじめ取り決めることが必

要ですが、特に契約段階から、どちらかが一方的な不利益を被ることの

ないように条件を精査することも重要です。 

 

② 社内外の共通意識醸成 

 必ずしも立場の強くない物流事業者が荷主の意識を改善に向かわせ

て取り組むことは容易ではないため、ＫＰＩ導入によるメリットをお互

いに理解し推進するためには、荷主物流部長等の上層部を含む定期的な

コミュニケーションを確立・維持することが望ましいと言えます。その

ような定例会の場で、改善が必要なポイント等の情報をデータに基づい

て定量的に開示することで、荷主側の理解も深まります。 

 物流事業者内の改善と同様に、両者の経営トップがトップダウンでＫ

ＰＩの導入を進めることができれば、様々な問題を円滑に解決すること

が可能になります。 

 なお、物流改善を進める際に、着荷主が指定する輸送条件等の問題に

直面する場合が多くありますが、一般的には着荷主は発荷主にとっての

顧客であるため、物流事業者は発荷主を通じて着荷主に改善を要望する

社 外 と の 連 携社 内

導入段階 測定段階 改善活動段階 導入段階 測定段階 改善活動段階
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ことになり、改善が円滑に進まない事も想定されます。このようなケー

スにおいても、上述のようなトップダウンでの解決のルートを確保して

おくことは有効です。 

 

③経営者等トップレベルのコミットメント 

 物流事業者内の改善において経営者のコミットメントが重要である

ことは記述のとおりですが、荷主との間でのＫＰＩ活用に際しては、会

社の「顔」である経営層の関与がより重要になってきます。 

 物流事業者のトップレベルが、荷主の意思決定者と定期的に会合を開

くといったトップ同士のコミュニケーションを確立することは非常に

有効な手段でしょう。 

 

 

 

 

 

 

④体制化（社内外の関係部署との連携体制の構築） 

 ＫＰＩの推進に当たっては、両者が連携した推進体制を構築する必要

があります。 

 まず、物流事業者内での担当部署の役割・権限等を明確化した上で、

荷主との間で定期的なコミュニケーションを確立することが必要です。

３．ＫＰＩの活用事例で紹介したとおり、定期的なコミュニケーション

が確立している程、改善が円滑に進んでいる傾向があり、四半期・月次・

週次等スケジュールを決めて、定例的な会合を設定することが非常に重

要だと言えるでしょう。  

 一方、荷主において、物流の知識を有する担当者が配置されていない、

または荷主内の物流部門の位置付けの弱さによって営業部門や着荷主

等にアプローチできず改善を推進できない等の問題が発生している場

合には、トップダウンで関係者を巻き込みつつ改善に取り組む必要も出

てくるでしょう。 

 定例会に、物流部門だけでなく営業部門等にも参加を求め、直接ＫＰ

Ｉの分析結果を共有し、改善策の検討を行うケースもあります。 
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《荷主とのコミュニケーションにおけるトップレベルの関与》 

 前掲の物流事業者Ｂ社では、荷主との間での目標の共有にＫＰＩを活用しています

が、荷主との定期的な進捗管理の場等には、経営トップが出席し、また、荷主側も物

流部長等の出席を求めています。トップレベルのコミュニケーションにより、改善実

施もより円滑に進んでいます。 

《荷主と事業者が共通のベクトルで改善に取り組むために》 

 食品系荷主企業Ｄ社では、委託先物流事業者との間でＫＰＩを共有し、連携して改

善に取り組んでいます。委託先毎に月例の報告会を開催しており、生産性（人時あた

り処理数等）や精度（誤出荷率等）のデータをもとに、原因分析結果の共有、改善策

の検討等を行っています。報告会の場では、荷主からの一方的な要求ではなく、「作業

員の採用が難しくなっている」といった事業者側からの意見・要望も積極的に出して

もらっています。これに加えて、定期的にイベントを開催し、スタッフの表彰を行う

等、荷主と事業者が共通のベクトルで改善に取り組めるよう、工夫をしています。 
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◇測定段階 

 

 

 

 

① 指標の設定 

 指標の設定に当たっての問題は、荷主はコスト偏重になり、物流事業

者は品質アピールに傾く等、両者の選定するＫＰＩが必ずしも合致しな

いことです。また、必要以上に多くの指標の報告を求める等、物流事業

者内での場合と類似の問題が生じることもあります。 

 このような意識の違いを解消するには、定期的なコミュニケーション

を確立する必要があります。ＫＰＩ（種類および目標値）設定に当たっ

て、荷主からの一方的なＫＰＩ設定とならないように意識的にコミュニ

ケーションを重ねて合意を導き出すことが重要でしょう。なお、荷主は

このような場で、自社が委託先に期待するポイントを明確に提示するこ

とが必要です。 

 また、荷主の物流部門だけではなく、営業部門、更には着荷主等への

アプローチが必要な場合が多々あります。物流事業者が荷主に改善を提

案する際には、物流部門が他部門にアプローチしやすいようなＫＰＩを

提示することも、荷主物流部門からの協力を引き出す上で有効です。 

 

 

 

 

 

 

② データ取得 

 荷主との連携においても、データの取得の負荷が課題となります。過

剰に複雑なＫＰＩの体系や、細かすぎる粒度でのＫＰＩ測定等は避け、

既存業務の中で簡単に取得可能なデータを活用することを考慮すべき

でしょう。また、改善が必要なポイントを絞ることも有効です。例えば、

初期段階では配送の効率低下が問題になっている場合、まずは特に効率

低下の著しい地域に限ってデータを収集することから始める等です。 

 細かいデータを必要とする場合には、手間とコストを勘案し、情報シ

ステムの導入を検討することも一案です。 

 なお、荷主の受発注に関連するデータ等荷主でないと取得できない場

合もあるため、データ取得に際して荷主の協力も望まれます。 

 

 

 

社 外 と の 連 携社 内

導入段階 測定段階 改善活動段階 導入段階 測定段階 改善活動段階
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《荷主の営業部門に訴えかけるＫＰＩを活用》 

 荷主の物流部門は社内における力関係が弱く、生産や営業等の他部門を巻き込んで

改善に取り組むことが難しい場合があります。物流事業者Ｅ社は、トラックの低積載

を解消するため、荷主の営業部門が発注する際のロット（オーダー量）を大きくする

ことが必要であることを伝えるため、エリア毎のロット傾向をＫＰＩで可視化し、営

業部門にも問題が伝わりやすくなるように工夫しています。 

《配送先の店舗から物流に関するデータを収集》 

 物流品質の確保は物流事業者にとって重要なテーマですが、物流事業者のみで収集

することが難しいデータでもあります。そのため、荷主Ｆ社では、配送先の店舗にア

ンケートを配り、物流品質（汚損、破損率等）等のデータを収集しています。取得さ

れたデータは物流事業者にフィードバックし、改善に役立てています。 
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◇改善活動段階 

 

 

 

 

① PDCA の構築－１（データ分析・原因の特定） 

 物流事業者が自社内でＫＰＩを活用する場合と同様に、データの分析

作業を効果的・効率的に行うためには、マニュアルやテンプレートを整

備し、意識的にノウハウを蓄積していくことが必要です。また、分析の

手間、コストがかかる場合には、情報システムを導入することも検討す

る価値があります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

② PDCA の構築－２（原因に適した対策の検討・実施） 

 荷主と物流事業者が連携した改善施策の検討、実施には、「（社内と比

べると）コミュニケーションの密度が低いこと」「カルチャーが共有され

ていないこと」「利害が対立する側面があること」等の問題があり、より

難易度が高いと言えます。 

 改善施策の検討に当たっては、両者がアイデアを出し合う必要があり

ますが、物流事業者は、現場の日々の状況や課題に精通し、荷主の求め

る改善提案力を備えておくことが求められます。一方の荷主でも、物流

プロセスや作業手順等の基礎情報を理解しておくことが求められるで

しょう。 

 そのような前提のもとで、定期的なコミュニケーションの場を持ち、

課題に対する対策について認識を共有し、ＫＰＩを用いて定量的に改善

取り組みの成果を確認し合うことが必要です。 
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《原因が分かれば荷主がすぐに改善に動くことも》 

 荷主サイドは物流オペレーションの実態を把握しにくいため、問題の発生原因が分

からないが故に改善していない場合があります。物流事業者Ｇ社では、受注〆切後の

出荷指示の頻発とそれによる残業多発に悩まされていましたが、特定の受注担当者が

非効率な出荷指示を行っている実態をデータで以て荷主に示したところ、すぐに状況

が改善されたそうです。 
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③ PDCA の構築－３（PDCA の加速） 

 自社内でのＫＰＩ導入の場合と同様に、荷主と物流事業者の間でも改

善の意欲を高める上で、努力を公正に評価した目標値を設定する等、相

互にとってメリットが生じるインセンティブの設定が必要です。 

 なお、荷主と連携した改善サイクルの加速においては、着荷主起因の

課題が関係してくるため、物流部門に加え、荷主の営業部門の巻き込み

も有効と考えられます。 
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《インセンティブの設定に時間と手間をかける》 

 多くの場合、荷主と物流事業者との間で共有されるＫＰＩの数値は、インセンティ

ブ（ゲインシェアあるいはペナルティ）に使われます。成果が数値に基づいて公平に

配分されること自体は望ましいですが、実現不可能なレベルの目標値で合意してしま

うと事業者が自らの首を絞めることになってしまいます。ＫＰＩの選定および目標値

の設定に際しては、特に慎重に検討することが必要です。Ｈ社は過去の経験から、前

年比で毎年コストカットが必要となるような契約には慎重に対応しています。また、

Ｉ社は、目標値の合意に至るまで数ヶ月をかけて議論を行っています。 
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３）人材育成（共通） 

 

 

 

 

 

 人材育成は、物流事業者内の改善及び荷主と連携した改善の両ケース

において共通の課題です。物流とＫＰＩの双方に詳しい人材を採用する

ことは容易ではありません。中長期的観点に立ち、まずはキャリア形成

プランや能力要件定義等でＫＰＩを位置付けるとともに、外部教育の受

講、ＯＪＴの実施等で計画的に人材のレベルアップに取り組むことが必

要です。 

 但し、そのような余裕がない場合には、テンプレート等を用意する等、

ＰＤＣＡの標準的なプロセスを構築して人材育成の負荷を減らすこと

も必要でしょう。また、ＯＪＴは人材育成の大きな部分を占めるため、

ＫＰＩに基づく改善活動等、業務における経験を評価することも、人材

のレベルアップにつながります。 

 人材育成の前提として、経営層がＫＰＩの重要性を認識して、活動の

ためのリソース（人手・資金等）を確保することが必須であると言えま

す。 

 

 

 

 

５．おわりに 

  この「手引き」の策定に当たっては、有識者・実務家等からなる検討会を設置し、４

回に渡り手引きの策定方針について審議いただいたほか、ＫＰＩ導入実態や課題・対応方

法等の詳細な検討を行いました。このため、現時点における物流業界をとりまく現状や荷

主との関係性等についての実態を反映したものになっていると考えています。 

 本手引きを物流事業者及び荷主の皆様方が十分に活用され、物流効率化のためのＫＰＩ

導入に向けた取組を進められるとともに、荷主との連携強化のツールとしてのＫＰＩの新

たな活用も更に進められることを期待しています。 

そのため、国土交通省においてもホームページへの掲載を行うとともに、地方運輸局等

を通じて広く周知していきますが、ＪＩＬＳ（日本ロジスティクスシステム協会）主催の

講座・講演会等や日本物流団体連合会及びその傘下の物流事業者団体での積極的な活用を

通じた周知活動の推進も望まれます。 

このような様々な周知活動等を通じ、より多くの物流事業者及び荷主の皆様におけるＫ

ＰＩの重要性の理解とその導入に向けた取組が進むことが極めて重要であると考えていま

すので関係各位のご協力をあらためて求めるものです。 
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参考① ＫＰＩの利用状況 

 ここでは、物流事業者に対して実施したアンケート（注）の結果から、ＫＰＩの利用状

況を見ていきます。 

（注）物流事業者におけるＫＰＩの活用実態、導入に関わる課題等を把握するためにアンケート調査

を実施しました。調査の概要は以下のとおりです。 

 ・調査実施方法：メールによる発送～ウェブ回収 

 ・実施期間：2015 年 1 月 20 日～2 月 5 日 

 ・対象者：物流事業者（物流子会社を含む） 

   ①日本ロジスティクスシステム協会（JILS）会員のうち、物流業（物流子会社含む）に 

    該当するもの 

   ②JILS が認定する各種資格（「物流技術管理士」等）の認定者の一部（メールアドレス、 

    業種区分が把握できる等の条件に合致するもの） 

 ・回収数 発送：約１３４０ 回収：１６７件 

 

１）社内における現場改善等を目的としたＫＰＩの利用 

①利用状況 

 「利用している（ほとんどの業務で利用している場合を含む）」企業は全体の半分を超え

ていますが、企業規模別に見ると、大企業ほど利用が進んでいることが分かります。 

 ただし、従業員数 1000 人を超える企業でも、利用していない企業も少なくない等、必ず

しも導入が進んでいないことが伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 社内における現場改善等目的でのＫＰＩの利用（従業員数別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54.4%
45.6%

社内における現場改善等目的でのＫＰＩの利用（N=158）

利用している 又は ほとんどの業務で利用している

利用していない 又は 一部しか利用していない

0% 25% 50% 75% 100%

３０人未満

３０～１００人未満

１００～１０００人未満

１０００人以上

利用していない　又は　一部しか利用していない

利用している　又は　ほとんどの業務で利用している
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②利用しているＫＰＩの種類 

 ＫＰＩを利用している企業に、利用しているＫＰＩの種類を聞いた結果が下図です。 

 「利益率」等の財務指標、「生産性」や「コスト」等の指標、「誤出荷」等の品質・サー

ビスレベルの指標が、多く利用されています。 
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利用しているKPIの種類（横軸：社数）
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③重視しているＫＰＩ 

 各社が利用しているＫＰＩのうち、重視しているＫＰＩを尋ねたところ、「コスト・生産

性等」のＫＰＩが特に重視されていることが分かりました。 

 物流業は一般に利益率が低いことから、収益を確保する上でコスト・生産性の管理は非

常に重要です。また、物流は波動性の高さや計画性の低さ等から高い生産性を保つことが

難しいと言われており、コスト・生産性管理はＫＰＩによる高度な管理の必要性が高い分

野であると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ＫＰＩを利用していない理由 

 ここでは、ＫＰＩを利用していない企業に、利用していない理由を尋ねたところ、「ＫＰ

Ｉについて知らないため」という回答が特に多い結果となりました。 

 ＫＰＩは新しい管理手法でまだなじみがないため、ＫＰＩについての基礎的情報が行き

渡り、導入のメリット等が十分に理解されればこれまで以上に導入が進む可能性がありま

す。 
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業務内容が多岐にわたり全社統一でのＫＰＩ管理が難しいため

今は利用していないがいずれ導入したい

データの取得が難しいため

ＫＰＩ以外の手法（人的管理、予算管理等）で管理できているため
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従業員の理解を得ることが難しいため

ＫＰＩ導入のメリットがないため

会社や経営層の方針に合致しないため

その他

ＫＰＩを利用していない理由



33 

 

２）荷主等と連携した改善のためのＫＰＩの利用 

 ここでは、荷主等と連携した改善を推進する目的でのＫＰＩの利用について見て行きま

す。 

 

①荷主に起因する問題の発生状況 

 荷主と連携した改善活動の必要性を確認するために、まず、荷主に起因する物流上の問

題の有無を見ていきます。 

 下図は、物流事業者に対して、荷主等に起因する問題の有無を尋ねたものです。９割近

い企業が「荷主等に起因する問題が物流改善における課題である」と答えており、荷主起

因の問題が重要な課題であることが分かります。なお、参考までに、具体的な問題の内容

についても図示します。 
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入荷予定情報が遅い、不正確

ロットが小さい

その他の課題 (具体的に)

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

特に課題となっている問題
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④ 問題の解決に対する荷主等の協力姿勢 

 このように物流改善において荷主の協力が重要であることが分かりますが、一方で、改

善に対して必ずしも荷主は協力的ではないことが実態です。アンケートによると、「協力的

である」とする回答は６％に留まり、「まあ協力的である」をあわせても５割を少し超える

程度に留まります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この結果をより詳しく分析すると、物流改善に対する荷主の協力姿勢を転換するために

ＫＰＩが有効であることが見えてきます。下図は、荷主との間でのＫＰＩの利用状況と、

物流改善に対する荷主の協力姿勢とをクロス集計したものです。 

 ＫＰＩを利用している場合ほど、荷主の協力姿勢が高いことが分かります。ＫＰＩとい

う定量的な裏付けとともに改善の必要性が示されれば、協力姿勢に転換する荷主は少なく

ないと考えられます。 

 

図表 ＫＰＩの利用状況別にみた荷主の協力姿勢 
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利用している　又は　ほとんどの委託元との間で利用している

利用していない　又は　一部しか利用していない
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 冒頭に述べたとおり、ＫＰＩは優れたコミュニケーションツールとしての側面を持ちま

す。荷主と物流事業者のコミュニケーションが希薄だと改善を進めることは困難ですが、

ＫＰＩを用いてコミュニケーションを密にすることで、荷主の協力を引き出すことができ

ます。 

 下図は、荷主との間での定期的な協議の場の有無と、荷主の協力姿勢とをクロス集計し

たものですが、概ね、定期的に協議を持っている場合の方が、荷主の協力姿勢が高い傾向

があることが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③荷主等と連携した改善のためのＫＰＩの利用状況 

 以上の前置きを踏まえて、実際のＫＰＩの利用状況を見ていきます。 

 ＫＰＩを利用している（ほとんどの業務で利用している場合を含む）企業は全体の４割

程度です。 
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る
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38.8%

荷主等と連携した改善のためのＫＰＩの利用状況

利用していない 又は 一部しか利用していない

利用している 又は ほとんどの委託元との間で利用している
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 利用率はやや低いですが、前に見たとおり、荷主との間の改善推進においてＫＰＩの活

用が有効であることから、今後、ＫＰＩの普及が必要であると言えるでしょう。 

 

④導入のきっかけ（目的） 

 ＫＰＩ導入のきっかけとしては、「荷主等からの要請」といった受動的なものよりも、「荷

主への品質等のアピール」「改善活動の促進」といった物流事業者からの自発的なものが多

く挙がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ＫＰＩを利用していない理由 

 ＫＰＩの導入課題を把握するため、ＫＰＩを利用していない企業が「なぜ利用していな

いか」を見てみます。 

 導入していない理由としては、「ＫＰＩ収集・分析等の業務負荷が大きいため」との回答

が最も多く上げられています（「いずれ導入したい」との回答も多いですが、ここでは除外

します）。 
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 ＫＰＩのデータ取得が一定の業務負荷を生じることは避けられませんが、特にスタート

時点では、必要最小限のＫＰＩとする、既存のデータを活用する、情報システムを活用す

る等、なるべく負荷をかけない方法を模索すべきでしょう。 

 

 なお、言うまでもなく、荷主との間でＫＰＩを利用するには、荷主サイドの協力が求め

られます。 

 下図は、「ＫＰＩ導入にチャレンジしたが導入できなかった」企業に、導入を断念した理

由を尋ねたものですが、「荷主等との協力体制を築くことが困難」であることが理由として

特に多く挙げられています。 

 よりいっそう物流効率化を進めるためには、荷主からも積極的に物流事業者と連携して

改善に取り組むことが必要であると言えるでしょう。 
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新たなシステムの導入が困難だった

経営と現場との調整が困難だった

メリットを従業員に伝えることが困難だった

荷主への窓口となる営業部門との調整が困難だった

導入に必要な予算の確保が困難だった

部署を立ち上げることが困難だった

上司や経営層の理解を得ることが困難だった

分からない

導入を断念した理由
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参考②「手引き」のポイント（概要） 

 本手引きの概要版については別冊をご参照ください。 

 

 

 

参考③ 「物流事業者における KPI 導入のあり方に関する検討会」の開催実績 

 

 第１回 平成 26 年 11 月 27 日(木) 15:00～17:00 

  【議事】 

   １）物流事業者におけるＫＰＩ導入促進にあたって 

   ２）委員からの取組状況紹介 

   ３）意見交換 

 

 第２回 平成 27 年 1 月 15 日(木) 14:00～16:00 

  【議事】 

   １）アンケートの位置づけ等について 

  ２）KPI の利用目的・評価の視点について 

   ３）KPI 導入等に関する課題・対応方法について 

 

第３回 平成 27 年 2 月 27 日(金) 10:00～12:00  

  【議事】 

１）アンケート調査の実施結果について 

  ２）ヒアリング調査の実施結果について 

   ３）KPI 導入に当たっての課題・対応方法について 

  ４）KPI の設定及び KPI の活用方法のとりまとめ案について 

 

第４回 平成 27 年 3 月 19 日(木) 15:00～17:00 

  【議事】 

   １）「物流事業者におけるＫＰＩ導入の手引き」のとりまとめについて 

   ２）今後の普及方策について 
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参考④ 「物流事業者における KPI 導入のあり方に関する検討会」委員名簿 

 

（氏名五十音順、敬称略） 

 

安部  繁 (株)アルプス物流 事業企画部 部長 

 

荒木 協和 ＳＴＡＲＬＥＣＳ(株) 取締役 ＳＣＭ部長 

      サンスターSS 執行役 

 

加藤 博巳 髙末(株) 代表取締役 社長 

 

黒川 久幸 東京海洋大学 大学院海洋工学系 流通情報工学部門 教授 

 

佐川 尚史 DHL サプライチェーン(株) ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ ｴｸｾﾚﾝｽ ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

 

宿谷  肇 一般社団法人日本物流団体連合会 理事 事務局長 

 

土田 久男 日本通運(株) 業務部 専任部長 

 

中川 喜仁 スターバックスコーヒージャパン(株) ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ本部 本部長 

 

林  克彦 流通経済大学 流通情報学部 教授  

 

 


